様式第２６号

当初認可：　　　年　月　日宮城県（都市）指令第　号　 公　告：　　　年　月　日

第1回変更認可：　　　年　月　日宮城県（都市）指令第　号　 公　告：　　　年　月　日

　　　　　（注）変更毎に認可年月日、指令番号、公告年月日を記入すること。
○○市（町・村）○○土地区画整理事業
事業計画書（案）
○○市（町・村）○○土地区画整理組合
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第１　土地区画整理事業の名称等                             

1　土地区画整理事業の名称

          ○○市（町・村）○○○○土地区画整理事業　（法第３条第２項による場合）

2　施行者の名称

          ○○市（町・村）○○○○土地区画整理組合  

第２　施行地区

1　施行地区の位置

（注）当該都市内における施行地区の位置を総括的に説明すること。

2　施行地区位置図

別紙位置図のとおり　（S=1/○○○）

　　　　　（注）施行規則第５条第２項により作成するが、都市計画法第１４条の総括図

（1/30,000以上）に施行地区界をヴァンダイクブラウンで内側縁取りぼか

し巾2mmで表示し、事業名称、施行者、面積、事業費、施工期間を記入

すること。

3　施行地区の区域

本事業の施行地区となる区域は、次のとおりである。

（例）○○市（郡）○○町・村○丁目及び○○町・村○丁目の全部

○○市（郡）○○町・村○丁目及び○○町・村○丁目の各一部
4　施行地区区域図（S=1/30,000以上）

          別紙区域図のとおり（S=1/○○○）

　　　　　（注）施行規則第５条第３項により作成するが、その配色は次表によること。

　　　　　　　　なお、図面の表示は施行地区区域内にとどまらず、隣接する字の区域の

　　　　　　　範囲まで表示すること。

	区　　　別
	配　　　　　　色

	
	配　　　別
	方　　　法

	施行地区区域界
	ヴァンダイクブラウン

（こげちゃ）
	実線（巾1mm）で折点には○印（直径3mm）を付し、明確に表示すること。

	行政区域界
	バーミリオン

（しゅ）
	都道府県界　－（・）－　で表示のこと。

市町村界　　　―・―　　　　　〃

町字界　　　―――――　　　　〃

	都市計画区域界
	ローズマダー

（うすべに）
	縁取りぼかし　巾3mm

	市街化区域界
	　　　〃

（　　〃　）
	巾　2mm　点線

	施行地区界に隣接する

区域内外の土地
	クローム・グリーン

No.2
	細実線でこれらの土地について道路筆界、地番等を記入すること。

なお、施行地区区域界で分筆を要する筆については、同色で淡色塗潰しとする。


第３　設計の概要

1.　設計説明書

(1) 土地区画整理事業の目的

（注）本施行地区について当該事業の目的及び区域設定の理由を具体的に説明すること。

(2) 施行地区内の土地の現況

（イ）土地の現況

　（注）地区の性格、発展状況等を概括的に述べるとともに、道路及び宅地の現況、建物の高度化の傾向、地勢、用排水、上下水、ガス等供給施設、学校等文教施設、工場の立地状況等を述べること。また、保安林、宅地造成既成地区、砂防指定地、風致地区、自然公園等を記入すること。

（ロ）人口及び土地利用状況

	整理前
	種別
	住
	商・工
	公　用
	公　共
	農耕地
	その他
	計

	
	面積(ha)
	
	
	
	
	
	
	

	
	％
	
	
	
	
	
	
	

	
	戸数(戸)
	
	
	
	
	
	
	

	
	人口(人)
	
	
	
	
	
	
	密度　　人/ha


　　　　　（注）小数点以下第２位まで

　　　　　　　　（100㎡以下のものは、0.01と表示すること。）

（ハ）地価の概要

	整理前
	種別
	田
	畑
	山林
	宅地
	その他
	計
	地区平均単価

	
	単価(円/㎡)
	
	
	
	
	
	
	約　　円/㎡

	
	面積(㎡)
	
	
	
	
	
	
	

	
	人口(人)
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　（注）1.土地公示価格、固定資産、鑑定評価、売買実例等を考慮の上記入のこと。

　　　　　　　　2.面積は、原則として実測面積を記入すること。

(3)設計の方針

 （イ） 設計内容の概要

（注）地区内の公共施設計画、公益的施設の配置等について設計に関する基本構想を述べること。この場合、地区外の部分について並行して整備を要する施設については整備すべき者と事前に協議し、整備時期及び整備内容を特に記述すること。

　　　また、土地区画整理法第９５条関係の施設がある場合は各項目別に記入すること。

（ロ）土地利用計画（市街化予想）

　（注）用途地域を基として地区内の市街化予想を想定し、住居地、商業地、学校用地等について詳細に記入すること。

	整理後
	種別
	住
	商・工
	公　用
	公　共
	その他
	計

	
	面積(ha)
	
	
	
	
	
	

	
	％
	
	
	
	
	
	


公用地の内訳　○○○　○○㎡　　　　　　　　　　　　　　　　  　  　                           

（注）小数点以下第２位まで

　　　　　　　　（100㎡以下のものは、0.01と表示すること。）

（ハ）人口計画

    本地区内に将来収容し得る人口は次のとおりである。

              整理後住宅地地積  約　　　　　　㎡

               eq \o\ad(１戸当り地積,　　　　　　　　)  約　　　　　　㎡

              戸            数  約　　　　　　戸

               eq \o\ad(１戸当り人口,　　　　　　　　)  約　　　  　　人

               eq \o\ad(想定地区内人口,　　　　　　　　)  約　　　　　　人

               eq \o\ad(地区内人口密度,　　　　　　　　)  約　　　　　　人/ha

 （ニ）公共施設整備計画（法第２条第５項）

「設計内容の概要」で説明したものを詳細に記入すること。

(A) 道    路

　（注）既設道路の利用、地区外との連絡、建物、地形等を考慮して市街化予想に適合するよう都市計画道路を根幹として区画道路巾員○ｍ～○ｍ、歩行者専用道路巾員○ｍ～○ｍを計画配置した。また、街区も建物の密集地等特別の場合を除いて矩形又はこれに近い形状として計画し、長辺はなるべく東西に120ｍ～150ｍ程度とし、鉄道、公園等に画地は直面しないようにする。また、８－○号線及び６－号線は別途国、県、市町村において築造されるので、本事業ではその用地を確保するのみである。

(B) 公    園

（例）公園面積は、地区面積の3％及び地区内想定人口一人当たり3㎡以上を確保し誘致距離を考慮して地区公園、近隣公園及び街区公園として○箇所○○㎡の公園を別紙設計図のとおり適所に配置して地区内の居住者の慰楽の用に供しようとするものである。また、○号公園、○号公園については、別途県、市町村において建設されるので、本事業ではその用地を確保するのみである。

(C) 水    路

（例）地区内外の関連用排水計画について詳細に記入し、用排水計画図及び用排水計算書を添付すること。

（ホ） 公益的施設の整備計画

(A) 学　　校

（例）○市には小学校○○校、中学校校○○校があって、通学区域は別紙区域図のとおりである。

（注）地区内に用地を確保する場合は、その詳細について記入し、通学区域図に施行地区に関連する小、中学校について学童数、学校数、収容人員等を記入すること。

 (B) その他 
（ヘ） 整地計画

(A) 造成計画    

（例）地区北側の丘陵地を切土し、南側の田面に盛土し、南東に勾配をつけて日照を考慮する。切土量は約3,000m3であるが、盛土量が約1,000m3不足するので地区から約2kmの○○山から採取した土を運搬して盛土する。

（注）切土、盛土高、調整地等について概括的に述べること。

 (B) 宅地整備計画

（例）宅地は、道路高より約30cm高くるように計画し、排水を考慮する。また、隣接地とは造成計画上約60cmの段差とし、ブロック擁壁とする。一画地は約250㎡をとし、間口を13ｍ、奥行19ｍとする。

（注）宅地の大きさ、高低差、排水について概括的に述べること。

（ト）物件移転及び移設計画

（例）本地区に家屋○○があり、公共用地確保等に支障となる○○戸を移転し、電柱○○本を新設道路に移転する。

（注）建物、上下水道、電柱、ガス管等の移設について述べること。
（チ）供給処理施設整備計画

（例）上水道、下水道、都市ガスは道路下に埋設し、各戸に供給できるよう引込線まで整備する。また、電話柱、電力柱は道路際に立てるが支障とならないよう添架する。
（注）上下水道、汚水処理場、ガス、電話、電力の供給処理施設について概括的に述べること。

(4)整理施行前後の地積

(1) 土地の種目別施行前後対照表

	種　　目
	施　　行　　前
	施　行　後
	備　　　　考

	
	地　積　㎡
	％
	筆数
	地　積　㎡
	％
	

	公

共

用

地
	国

有

地
	道路
	
	
	
	
	
	

	
	
	公園
	
	
	
	
	
	

	
	
	広場
	
	
	
	
	
	

	
	
	河川
	
	
	
	
	
	

	
	
	運河
	
	
	
	
	
	

	
	
	船だまり
	
	
	
	
	
	

	
	
	水路
	
	
	
	
	
	

	
	
	堤防
	
	
	
	
	
	

	
	
	護岸
	
	
	
	
	
	

	
	
	公共物揚場
	
	
	
	
	
	

	
	
	緑地
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	

	
	地

方

公

共

団体

所有地
	道路
	
	
	
	
	
	

	
	
	公園
	
	
	
	
	
	

	
	
	広場
	
	
	
	
	
	

	
	
	河川
	
	
	
	
	
	

	
	
	運河
	
	
	
	
	
	

	
	
	船だまり
	
	
	
	
	
	

	
	
	水路
	
	
	
	
	
	

	
	
	堤防
	
	
	
	
	
	

	
	
	護岸
	
	
	
	
	
	

	
	
	公共物揚場
	
	
	
	
	
	

	
	
	緑地
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	

	宅

地
	民

有

地
	田
	
	
	
	
	
	

	
	
	畑
	
	
	
	
	
	

	
	
	宅地
	
	
	
	
	
	

	
	
	塩田
	
	
	
	
	
	

	
	
	鉱泉地
	
	
	
	
	
	

	
	
	池沼
	
	
	
	
	
	

	
	
	山林
	
	
	
	
	
	

	
	
	牧場
	
	
	
	
	
	

	
	
	原野
	
	
	
	
	
	

	
	
	墓地
	
	
	
	
	
	

	
	
	境内地
	
	
	
	
	
	

	
	
	運河用地
	
	
	
	
	
	

	
	
	水道用地
	
	
	
	
	
	

	
	
	用悪水路
	
	
	
	
	
	

	
	
	ため池
	
	
	
	
	
	

	
	
	堤
	
	
	
	
	
	

	
	
	井溝
	
	
	
	
	
	

	
	
	保安林
	
	
	
	
	
	

	
	
	公衆用道路
	
	
	
	
	
	

	
	
	公園
	
	
	
	
	
	

	
	
	雑種地
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	

	
	公有地
	県有地
	
	
	
	
	
	学校用地　○○㎡

	
	
	市有地
	
	
	
	
	
	保育園用地　○○㎡

	
	
	○公社用地
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	

	
	国有地
	公用財産
	
	
	
	
	
	

	
	
	公共用財産
	
	
	
	
	
	

	
	
	普通財産
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	

	
	準国有地
	○公団用地
	
	
	
	
	
	

	
	
	○○○用地
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	

	保留地
	
	
	
	
	
	

	測量増減
	
	
	
	
	
	

	総計
	
	100
	
	
	100
	


　　　　　　　（注）（１）公共用地、宅地の区分及び公共用地欄の種目は、土地区画整理法により、宅地の民有地欄及び国有地欄の種目は、不動産登記法によったものである。

　　　　　　　　　　　　なお、準国有地の種目欄は便宜上設けたものであって、○○用地以下の欄は、単独立法による公社及び公団事業団用地を別個に記入する。また、防災調整池用地は、水路用地欄に記入すること。

　　　　　　　　　（２）土地の種目は現況によらず台帳又は登記簿によること。

　　　　　　　　　（３）工区に分けた場合は、工区ごとに作成し、かつ、総括表も作成すること。

　　　　　　　　　（４）該当のない種目欄は、必ず省略すること。
　　　　　　　　　（５）駅前広場で、整理前日本国有鉄道（JR用地等）であるもの及び整理後日本国有鉄道（JR用地等）となるものについては、公共用地の国有地広場欄に記入すること。
　　　　　　　　　（６）宅地の民有地公衆用道路、用悪水路等の欄については、公共団体以外の者が所有するものを記入すること。
　　　　　　　　　（７）整理後開設される通路については、公共用地の地方公共団体道路欄に記入すること。

　　　　　　　　　（８）法第９５条（特別な宅地）に該当する宅地については、備考欄に「○号該当地　○筆○○㎡」と記入し、合計欄にも記入すること。

　　　　　　　　　（９）義務教育施設用地、公益施設用地を生み出した場合及び保留地を公営住宅等の用地に充てる場合には、それぞれの面積を備考欄に記入すること。

　　　　　　　　　（10）施行前農地である場合において、施行後宅地とするときは、設立認可申請時点までに農地転用に係る承認を取得した場合に限るものとし、事業計画変更時点においても同様とする。ただし、地区内において農地転作奨励金の受給の対象となっている農地については、換地処分時においても農地としなければならない。
(2) 減歩率計算書

	整理前宅地
面　　　積

(台帳地積)
	同更正地積
(測量増減を加減したもの)
	整理後宅地地積
	差引減歩地積
	減　歩　率

	
	
	保留地を含めた宅地地積
	保留地を除いた宅地地積
	公共減歩地積
	公共保留地を合算した減歩地積
	公共減歩率
	公共保留地合算減歩

	　　　　㎡

	　　　　㎡
	　　　㎡
	　　　㎡
	　　　㎡
	㎡　　　
	　％
	　　％


　　　　　　　（注）測量増（減）は宅地に配分すること。
（5）保留地の予定地積

	整理前宅地価格総額（予想）
	整理後宅地価格総額（予想）
	宅地価格総額の増加額
	整理後1㎡当たり予定価格
	保留地として取り得る最大限地積
	保留地の予定地積
	割合
	摘　　　要

	　　　円
	円
	円
	円
	㎡
	㎡
	％
	保留地処分単価
　　　　　円/㎡

整理前単価

　　　　　円/㎡


（注）（１）保留地として取り得る予定地積のうち一部しか予定しない場合は、その割合を示すこと。

（２）「整理前宅地価格総額」は更正地積により算出すること。

（３）整理前、整理後の各予定価格は、組合設立時点の評価額とする。

(6)公共施設整備改善の方針

(イ) 都市計画関係

(A) 地域地区

（例）用途地域は、県道○○線の沿線に一部近隣商業地域があるほかは、地区の大半は住居地域で、東北部の丘陵地一帯には二種住居専用地域が指定されている。
　　容積率は、近隣商業地域及び住居地域は３００％又は４００％、第二種住居専用地域は２００％又は３００％となっている。防火地域、準防火地域、風致地区等の指定はない。

　　　なお、市街化区域に指定されている。
(B)都市計画道路

（例）地区の中央部を東西に都市計画道路○・○・○線（県道○○線、幅員○○ｍ）が走っているが、この街路については、宮城県において改修計画を進めているので公共施設管理者負担金を受ける予定である。その他には都市計画道路○・○・○線（幅員○○ｍ）及び都市計画道路○・○・○線（幅員○○ｍ）がある。

(C)公園、緑地等

（例）都市計画に決定された公園、緑地はないが、○○号公園の管理者負担金を受けることにしている。

(ロ) 都市計画以外の主要公共施設の計画

(A) 河　　　川
(B) 道　　　路

(C) 集合住宅区
(ハ)公共施設別調書

	区　分
	名　　称
	道路

種別
	形　　状　　寸　　法
	摘　　要

	
	
	
	巾員
	延　長
	面　積
	整備計画
	

	道

路
	幹

線
	都市計画道路

○･○･○　○○線
	□
	　ｍ
	　 　ｍ
	　 　㎡
	断面を記入
	各路線別、巾員別

断面構成別に記入すること。

他事業分は他事業と記入すること。

	
	
	都市計画道路

○･○･○　○○線
	○
	
	
	
	断面を記入
	

	
	
	○○駅前広場
	
	
	
	
	断面を記入
	

	
	
	計
	
	
	
	
	

	
	区画道路
	巾　員　１５　ｍ
	
	
	
	断面を記入
	幅員別かつ断面構成別に記入
(注)(1)各路線の巾員･延長面積は工事設計書の総括表に明記すること。(2)河川敷等を占用する場合は面積を(　)内に記入する。

	
	
	巾　員　１２　ｍ
	
	
	
	断面を記入
	

	
	
	巾　員　１０　ｍ
	
	
	
	断面を記入
	

	
	
	巾　員　　８　ｍ
	
	
	
	断面を記入
	

	
	
	巾　員　　６　ｍ
	
	
	
	断面を記入
	

	
	
	巾　員　　４　ｍ
	
	
	
	断面を記入
	

	
	
	計
	
	
	
	
	

	
	特殊道
	巾　員　　６　ｍ
	
	
	
	(専ら歩行者の交通の用に供する道路等)断面を記入
	幅員別かつ断面構成別に記入



	
	
	巾　員　　４　ｍ
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	

	通

路
	巾　員　　３　ｍ
	
	
	
	断面を記入
	

	
	計
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　計
	
	
	
	
	

	公

園
	○　号　公　園
	
	
	
	施設については具体的に記入すること。
	

	
	○　号　公　園
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	水

路
	下　水　道　○　号
	
	
	
	断面を記入
	

	
	下　水　道　○　号
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	
	

	
	用　水　路　○　号
	
	
	
	断面を記入
	

	
	用　水　路　○　号
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	
	

	
	排　水　路　○　号
	
	
	
	断面を記入
	

	
	排　水　路　○　号
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	


（注）（１）工区に分けた場合は工区ごとに作成すること。
　　 （２）都市計画道路については、各路線ごとに名称欄に番号・路線名を記入し、道路種別欄に、一般国道は□、主要地方道路◎、一般県道○、市町村道◇の符号により記入すること。

　　（３）整備計画欄は、各種別ごとに次の事項を記入すること。

　　　　　イ　道路については、道路構造令に即して標準断面を明示する。

　　　　　ロ　公園については、植樹及び主要な公園施設の種類等を具体的に記入すること。

　　　　　ハ　水路については、標準断面、構造等を具体的に記入すること。

　　（４）摘要欄は、各種別ごとに次の事項を記入すること。
　　　　　　イ　道路については、平均切盛高、最高切盛高、舗装構成、植樹の内容、照明灯並びに側溝及び規模、橋梁（河川に架橋するもの）等を具体的に記入すること。
　　　（５）その他の施設があれば記入すること。
(7)土地区画整理法第２条第２項に規定する事業の概要

　　各種事業別にその事業の概要を説明すること。

　　（注）法第２条第２項前段の事業の内容を例示すれば、次のとおりである。

イ　事業施行のため必要な工作物その他の物件の内容

（イ）法第７９条に規定する移転、除去、建築物居住者のための一時的収容施設

　（ロ）工事のために設置される仮橋工事用道路等

ロ　事業施行に係る土地利用の促進のための必要な工作物その他物件の内容

（1） 上下水道管
（2） 保留地に建築する分譲住宅
（3） 既存墳墓整理のため設置する納骨堂
(8)換地設計の方針

2　設  計  図

          （例）別紙設計図のとおり

	区　　　分
	凡　　　　例
	備　　　考

	土地区画整理事業
施行地区界
	ﾌﾞｧﾝﾀﾞｲｸﾌﾞﾗｳﾝ
	縁取りぼかし巾2mm
	

	都市計画道路
	ﾊﾞｰﾝﾄｼｰﾅ
	淡塗潰し
	道路種別、道路番号、名称、巾員を記入すること。

	区画道路
	ｳﾞｧｰﾐﾘｵﾝ
	淡塗潰し
	巾員を記入すること。

	特殊道路
	ｸﾛｰﾑｸﾞﾘｰﾝNo.1
	淡塗潰し
	巾員を記入すること。

	河川・運河・水路
	ｺﾊﾞﾙﾄﾌﾞﾙｰ
	縁取りぼかし巾2mm
	

	堤防・護岸
	ｸﾛｰﾑｲｴﾛｰ
	ﾎｰｶｽｸﾞﾘｰﾝ縁取りぼかし巾2mmｸﾛｰﾑｲｴﾛｰ淡塗潰
	

	公園・緑地
	ｸﾛｰﾑｸﾞﾘｰﾝNo.1
	縁取りぼかし巾2mm
	面積を記入すること。

	公共物揚場
	ｲｴﾛｰｵｰｶｰ
	淡塗潰し
	

	鉄道・軌道
	ｾﾋﾟｱ
	淡塗潰し
	

	官公所
	ﾗｲﾄﾚｯﾄﾞ
	縁取りぼかし巾2mm
	名称及び面積を記入すること。

	学校
	ﾋﾞﾘｼﾞｱﾝ
	縁取りぼかし巾2mm
	種別を記入すること。

	墓地
	ﾓｰﾌﾞ
	縁取りぼかし巾2mm
	


　　　　　（注）（１）実測図を用い、下図（現形）が明瞭に見えるようにする。

　　　　　　　（２）各施設の敷地について配色すること。

　　　　　　　（３）道路については歩車道の区分線及び分離帯を記入すること。

第４　事業施行期間

自　　　年　　月　　日（組合設立認可公告の日）

至　　　年　　月　　日

　 （注）（１）「事業施行期間」は、土地区画整理事業の開始及び完成の時期を表示する。

　　　　（２）事業の完成の日は、清算金の徴収交付事務をも含め事業のすべてが終了する日を予定して定めること。
第５　資金計画書

１　収  入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	区　　　分
	金　　　額
	摘　　要

	補　助　金
	国　　費
	
	（基本事業費）×（補助率）

	
	県　　費
	
	（　　〃　　）×（負担率）

	
	市町村費
	
	（　　〃　　）×（負担率）

	市　町　村　助　成　金
	
	

	保　留　地　処　分　金
	
	○○㎡×○○円/㎡

	寄　附　金　そ　の　他
	
	

	計
	
	

	公共施設管理者負担金
	
	内容を記入すること。

	合　　　　　　計
	
	


　　　　　（注）収入金の算定基礎は摘要に具体的に記入すること。
２　支　出
	事　　　　　　項
	単位
	事業量
	事業費
	摘　　要

	公共施設整備費
	築

造
	幹線道路
	築造費
	ｍ
	
	
	

	
	
	
	舗装費
	㎡
	
	
	

	
	
	区画道路
	築造費
	ｍ
	
	
	

	
	
	
	舗装費
	㎡
	
	
	

	
	
	幹線水路
	築造費
	ｍ
	
	
	

	
	
	支線水路
	築造費
	ｍ
	
	
	

	
	
	公園(緑地)施設費
	㎡
	
	
	

	
	
	橋梁架設費
	箇所
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	

	
	移

転
	建物移転費
	戸
	
	
	

	
	
	墓地移転費
	式
	
	
	基数及び面積を記入

	
	
	計
	
	
	
	

	公共施設整備費
	移

設
	電柱移設費
	㎡
	
	
	

	
	
	ガス移設費
	ｍ
	
	
	

	
	
	電纜移設費
	ｍ
	
	
	

	
	
	鉄軌道移設費
	ｍ
	
	
	

	
	
	上水道移設費
	ｍ
	
	
	

	
	
	下水道移設費
	ｍ
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	

	法第２条第２項
	干拓若しくは埋立
	㎡
	
	
	

	
	法第７９条に基づく一時収容施設
	戸
	
	
	

	
	法第９３条に基づく耐火構造建築物
	戸
	
	
	

	
	工事のために設置される仮橋工事用道路
	ｍ
	
	
	

	
	上水道
	ｍ
	
	
	

	
	下水道
	ｍ
	
	
	

	
	保留地に建築する分譲住宅
	戸
	
	
	

	
	既存墳墓整理のため設置する納骨堂
	戸
	
	
	

	整地費
	㎡
	
	
	

	附帯工事費
	式
	
	
	内容を記入

	機械器具費
	式
	
	
	

	工事雑費
	式
	
	
	

	調査設計費
	㎡
	
	
	

	負担金
	式
	
	
	内容を記入

	工　　事　　費　　計
	
	
	
	

	損失補償費
	㎡
	
	
	

	借入金利子
	式
	
	
	

	事務費
	式
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	
	


　　（注）（１）建物移転費欄らは、法第７７条第１項の規定による移転除去費及び法第７８条の規定による損失補償費を含めて記載すること。
　　　　 （２）損失補償費欄には、法第７３条の規定による土地の立入等に伴う損失補償及び法第１０１条の規定による仮換地の指定による損失補償費について記載すること。

　　　　 （３）調査設計費欄には、測量（工事のための測量を含む。）、換地、清算事務に要する費用を記載すること。

３　年度別歳入歳出資金計画表

	区　　　分
	○○年度
	○○年度
	○○年度
	○○年度
	計
	摘　要

	歳

出
	工事費
	
	
	
	
	
	

	
	補償費
	
	
	
	
	
	

	
	利子
	
	
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	歳

入
	補助金
	
	
	
	
	
	

	
	市町村助成金
	
	
	
	
	
	

	
	保留地処分金
	
	
	
	
	
	

	
	賦課金
	
	
	
	
	
	

	
	寄付金その他
	
	
	
	
	
	

	
	公共施設管理者

負担金
	国道
	
	
	
	
	
	

	
	
	県道
	
	
	
	
	
	

	
	
	市町村道
	
	
	
	
	
	

	
	
	公園
	
	
	
	
	
	

	
	
	河川
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	

	差引過不足
	
	
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	
	
	

	借入金償還金
	
	
	
	
	
	


４　他事業施行分

	事業名称
	施行予定者
	摘　　　要

	
	
	


　　　　　（注）（１）当該事業と並行して他の事業が施行される場合に記載すること。
　　　　　　　 （２）「摘要欄」には、当該事業の施行（予定）時期を記載すること。

第６　添付書類

１　定款

２　設立認可申請者の資格を証する書類

　イ　土地所有者については、土地登記簿謄本

　ロ　借地権者については、既登記のものについては土地登記簿謄本、未登記のものについては法第１９条第３項の借地権申告書についての市町村長の証明書

　　（注）権利を有する者の氏名又は住所が、土地登記簿と異なる場合のみ住民票又は戸籍謄本を添付すること。
３　宅地以外の土地を施行地区に編入する場合においては、当該土地の管理する者の承認書

（宅地以外の土地を管理する者の承認申請書案）

	番　　　　　号　　　

年　　月　　日　

　（管理者）　　　　　　殿

　

○○土地区画整理事業施行認可申請者

○○市（郡）○○町・村○丁目○○番地
○　○　○　○　印
施行地区編入の承認について

　　貴職が管理される下記の区域内の土地を施行地区に編入し、土地区画整理事業を施行する

ことについて、土地区画整理法第７条の規定により、承認下さるよう申請します。

記

　　　　　　○○市○○町の全部

　　　　　　○○町○番より○番まで

　　　　　　（○番より○番までを除く）

　　　　　　別添施行地区区域図のとおり




　　（注）（１）施行地区図には編入すべき公共用地を着色すること。
　　　　 （２）編入面積を記入すること。

４　農業委員会、土地改良区、道路管理者、河川管理者、水路管理者、下水道管理者、公園管理者及び県公安委員会等の協議回答書

５　市町村助成金及び公共施設管理者負担金を収入金とする場合には、覚書協定書又は協議回答書

６　宅地の所有権者及び借地権者（既登記の者又は申告した者）の同意書

　イ　施行地区内の宅地所有権者及び借地権者の数並びに地積及び組合員となるべき者の数

	種　別
	人　員
	地　積
	摘　　　　要

	所有権者
	人
	㎡
	

	借地権者
	人
	㎡
	

	組合員
	人
	㎡
	


ロ　法第１８条による法定同意者数及び地積並びに同意者数及び地積

	種　　別
	法定同意者数
	同意者数
	摘　　　　要

	
	人　員
	地　積
	人　員
	地　積
	

	所有権者
	人
	㎡
	人
	㎡
	

	借地権者
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	

	同意割合
	
	
	　　　　％
	　　　　％
	


ハ　同意書未提出者の氏名及び理由

	未同意者氏名
	権　利　地　積
	理　　　　　由
	今　後　の　措　置

	
	　　　筆
	　　　　㎡
	
	


　　

　　７　権利者別各筆調書
	番号
	氏　　名
	住　　所
	同意の有無
	字名
	地番
	地目
	地　積
	摘　要

	
	
	
	
	
	
	
	　　 ㎡
	

	計
	　　　人
	
	　　　　筆
	
	　筆
	
	
	


　　（注）（１）宅地所有者及び借地権者ごとに５０音順に記載し、各々合計を記すこと。

　　　　 （２）借地権者には、摘要欄に宅地所有者氏名を記載すること。

８　農地転用承諾書
　（注）（１）現況農地を換地処分時に、農地以外（宅地）とする場合に添付すること。
９　組合設立認可申請までの経過表

	年　月　日
	経　緯　事　項　及　び　そ　の　内　容

	
	事　　　項
	内　　　　　　　　　　　　　容

	
	
	


（注）（１）経過年月日の順序により記載すること。

　　 （２）経緯事項は、説明会等の会議事項、県市町村等公共団体との協議事項、関係者への資料配付事項、同意書とりまとめの関係事項、設計委託の発注経過及びその他の事項をすべて記載すること。

（３）権利者からの要望事項をすべて記載すること。

第７　参考図書

１　施行位置図　
２　区　域　図　
３　現　況　図

　イ　土地利用及び建物用途別現況　　　　　　　　　　　　　　　　　　1/2,500以上
	区　　　　　分
	凡　　　　　例

	　　　官公署（国、地方公共団体）

　　　都市運営施設（供給処理、運輸、通信）

市　　文教施設（文化財、学校等）

　　厚生施設（医療、運動、社会保護）

街　　娯楽施設（興業、風俗営業）

　　専用商業施設（宿泊、業務、集合施設）
地　　一般店舗施設
　　　工業施設　　　家内工業

　　　　　　　　　　専用工業

　　　住居施設（独立及び二戸建住宅、集合住宅）　
	　　ライトレッド　　　　　淡塗潰し
　　ヴァンダイクブラウン　　〃

　　ヴィリジアン　　　　　　〃

　　ネーブルイエロー　　　　〃

　　ヴァイオレット　　　　　〃

　　カーマイン　　　　　　　〃

　　ピンクマダー　　　　　　〃

　　スカイブルー　　　　　　〃

　　プルッシャンブルー　　　〃

　　レモンイエロー　　　　　〃

	　　　聚落地、農漁業施設（農業、漁業）
	　　クロームグリーンNO.２

	普　　公園、運動場、公園道路、社寺境内地内の園地

通　　公開の庭園、団体園、遊園地

緑　　
地　　墓地
	　　クロームグリーンNO.1
　　縁取り淡潰し

　　モーブ縁取り、淡塗潰し

	　　　田
　　　畑

　　　山林

　　　原野・牧場

　　　低湿地・荒蕪地

　　　水面
	　　レモンイエロー　　　　淡塗潰し
　　クロームイエロー　　　　〃

　　淡サッブグリーン　　　　〃

　　ライドレッド　　　　　　〃

　　バーントシナー　　　　　〃

　　コバルトブルー　　　　　〃

	　　　その他
	　　無着色


（注）（１）市街地、聚落地内の各施設は、その建物に配色し、その敷地は無着色とする。

　　 （２）堅牢建築物は、当該施設をブラック実線で枠取り表示する。

（３）凡例を記載すること。

　　　ロ　排水・給水・交通施設・交通量、地下埋設物、所有権、種別現況　　1/2,500以上
	区　　　　　分
	配　　　　　色

	排水路、下水道
	淡ヴァンダイクブラウン　淡塗潰し

	上水道、浄水場、取水給水等の施設
	■コバルトブルー　　　　淡塗潰し３×３ｍｍ

主要配管コバルトブルー　巾１ｍｍ

	送配電施設
	主要送電線
	カーマイン　　　　　　　実線巾１ｍｍ

	
	主要配電線
	〃　　　　　　　　　実線巾０．５ｍｍ

	
	発電所
	■　〃　　　　　　　　　塗潰し３×３ｍｍ

	
	変電所
	▲　〃　　　　　　　　　〃１辺３ｍｍ

	ガス供給状況
	ガス施設
	●ヴァイオレット　　　　径３ｍｍ

	
	主要配管
	　　　　〃　　　　　　　実線巾０．５ｍｍ

	道路
	舗装道路

	淡イエローオーカー　　　淡塗潰し
（舗装の種別を付記）

	交通量　調査地点ごと
　　　　　歩行者

　　　　　自転車　　　　毎時間最大

　　　　　低速車

　　　　　自動車
	バーミリオンで数量表示

	所有権　非課税民有地
　　　　国有地（公共用地を除く）

　　　　準国有地
	淡カドミウムイエロー　　淡塗潰し
淡クロームグリーン　　　　〃

淡セピア　　　　　　　　　〃


　　　ハ　トレーシンクペーパー（ロ図上にのせる。）
	鉄　　道

軌　　道
	ＪＲ　　　－・－　ブラック　巾１ｍｍ

その他　　－・－　適宜色別　巾０．５ｍｍ

	バス路線

定期トラック路線

航　　路
	系統別に適宜色別


（注）（１）ロと同一図面に記入しても可

　　 （２）凡例を記載すること。

４　市街化予想図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1/2,500以上
	区　　　分
	凡　　　　　　　　　　　　　　　例

	住宅地　　普　通

　　　　　集　合
	レモンイエロー　　　　　　淡塗潰し
　　　　　　　　　　　　　　〃　　　ヴァンダイクブラウン縁取り

	商業地　　店　舗

　　　　　専　用
	ピンクマダー　　　　　　　淡塗潰し

カーマイン　　　　　　　　　〃　　

	工業地　　家　内

　　　　　専　用
	スカイブルー（コバルト）　淡塗潰し

プルシャンブルー　　　　　　〃　

	河川、運河、水路
	コバルトブルー　　　　　　縁取りぼかし

	堤防・護岸
	クロームイエロー　　　　　ホーカスグリーン縁取り

	官　公　署
	ライトレッド　　　　　　　縁取りぼかし

	学　校　　小中学校

　　　　　その他
	ビリジアン　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,小)

 eq \o\ac(○,中)を付記
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,文)名称付記

	公園緑地　公　園

　　　　　緑　地
	クロームグリーンNO.２　　　〃　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,公)を付記
　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,緑)を付記

	墓　　　地
	ヴァイオレット　　　　　　　〃

	神社寺院
	クロームグリーンNO.1　　　 〃

	文化財保護施設
	バーミリオン　　　　　　　縁取り　　　　　　　　名称付記

	鉄道・軌道
	セピア　　　　　　　　　　塗潰し

	都市運営施設
	ヴァンダイクブラウン　　　塗潰し

	厚生施設
	ネーブルイエロー　　　　　　〃

	娯楽施設
	ヴァイオレット　　　　　　　〃


（注）（１）各施設はその敷地を表示すること。

　　 （２）凡例を記載すること。

５　道路標準断面図及び主要道路縦断面図（都市計画道路及び国県道）

（注）（１）ＣＢＲ試験実施箇所は、そのデータを添付すること。

　　 （２）設計ＣＢＲ、交通区分、ＴＡ計算、断面構成を記載すること。

６　公園施設図

（注）（１）当該事業により整備する施設（外柵、門柱、植樹等）を着色し、文字により説明すること。

７　建物移転及び移設計画図
８　工作物構造図（橋梁、擁壁、水路等重要構造物に限る）

９　排水計画及び排水計算書
（注）（１）Ｕ型側溝、管渠、函渠、雨水桝等の構造図を添付すること。

（２）地区内外にわたる用排水がわかるような平面図を添付すること。

　　　　　（３）排水計画図には排水方向を矢印で記入すること。
１０　造成計画図

（注）（１）盛土部をビリジアン、切土部をクロームイエローで着色し、道路の交差点の計画高を記入すること。

（２）各部分の造成高を記入する。

（３）日照を考慮し、なるべく南東斜面とするよう心がけること。

（４）地区界部分の防災工事に係る断面図を添付するが、特に地区界外側についての説明もすること。

    １１　設計積算資料
（注）（１）事業計画に係る全工事（調査設計を含む。）の費用積算署（内訳書）

　変更事業計画の取り扱いについては、次の事項に十分注意すること。
　　１　変更箇所ごとに理由を詳細に箇条書きし変更理由書を添付すること。

　　２　認可申請には組合事務所の所在地を記載すること。

　　３　土地区画整理事業の名称、施行者の名称は省略しないで記載すること。

　　４　土地の種目別前後対照表、減歩率計算表、保留地の予定地積表は変更のない場合でも省略しないこと。

　　５　変更前の数字は上段に記入すること。

　　６　権利者数が変わった場合には、弟６、６、（イ）に記載すること。

　　７　図面は、位置図、設計図、事業進捗図の添付を省略しないこと。

　　８　地区界を変更し、新たに宅地及び宅地以外の土地を編入した場合には、それらの同意書及び承諾書を添付すること。

　　９　施行地区を縮小する場合において、債権者があるときは、その同意書を添付すること。

　　１０　総会又は総代会において事業計画、定款の変更を承認されたことを証明する議事録謄本を添付すること。
　　１１　資金計画における収支状況が判断できる過年度分の決算書、当該年度の予算書、監査報告書及び保留地処分状況調書を添付すること。
－1－


